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用語の定義

1

用語の定義

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

移住希望者

移住実践者

地方定住者

Uターン者

I／Jターン者

地方への移住を希望する者。

地方への移住を実践している者。Ｕターン者、Ｉ／Ｊターン
者。

現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出
身の道県が一致し、他の市町村に住んだことがない者。

現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出
身の道県が一致し、他の市町村に住んだこがある者。

現在の居住地が三大都市圏以外で、現在の居住地と出
身の都道府県が一致しない者。

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

参考資料１において用いる用語について、以下のとおり定義する。

東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県、愛知県・岐阜県・三
重県、大阪府・京都府・兵庫県・奈良県

・・・三大都市圏



地方移住、地方回帰の現状

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

社会増減市町村数の推移
（過疎地域以外と過疎地域）

都市住民の農山漁村への定住願望
（ある・どちらかというとある）

特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）
問合せ・来場者数の推移
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社会増を実現した市町村数が占める割合に着目すると、過疎地域で社会増を実現した市町村が占める割合
が横ばいないし微増傾向にある。
内閣府が実施した世論調査では、若い世代の田園回帰の意識の高まりが現れている。
特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センターの利用者は、40代までの若い世代の増加が特徴的である。

特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター（東京）
利用者の年代の推移

資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成 資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成

資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成
資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成



【地方定住者・移住希望者】 場所（比較/年齢別）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

地方に住むことの魅力
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移住希望者が最も魅力に感じているのは自然環境の豊かさであり、8割以上の者が魅力に感じるとしており、
生活費の安さ、時間的余裕、広々とした居住環境等が続く。

地方移住希望者が住みたい地域（年代別）

資料）国土交通省「国民意識調査」資料）国土交通省「国民意識調査」

調査概要（国民意識調査、国土交通省）
1. 調査対象：3,000人（20歳以上）
2. 調査方法：Webアンケート
3. 調査期間：2015年2月10日～2015年2月11日

（移住希望者 n=496人）

（＊）

（＊）地方在住者：現在の居住地が、三大都市圏以外である者。



【移住希望者・移住実践者・地方定住者】 場所（比較）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

現在居住している居住地（地方移住してみたい地域）の魅力（最大５つまで回答）
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I／J ターン者にとっては、移住先を選ぶにあたって、都市部から遠すぎないことも魅力となるようである。
移住前の居住地に親戚、友人・知人がいる場合や、都市的生活を気軽に楽しむために、一定程度の頻度で
移住前の居住地を訪問することを想定しているものと推察される。

資料）国土交通省「国民意識調査」
（注）調査概要については、P.3「国民意識調査」参照



【移住希望者・移住実践者・地方定住者】 条件（比較）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

移住・定住に際し重視した（重視する）条件
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地方移住希望者は、日用品の買い物環境を重視する者が多く、次いで交通インフラの充実度を重視している。
地方移住希望者は収入額を重視する者が突出して多い。この収入への懸念が、資料７の「農山漁村への定
住実現の時期」において、「すぐにでも移住したい」、「5 年以内に移住したい」と考える者が少ないことの要因
となっているとも考えられる。

資料）国土交通省「国民意識調査」
（注）調査概要については、P.3「国民意識調査」参照



【移住希望者・移住実践者・地方定住者】 理由（比較）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

現在の居住地に住むようになった理由
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現在の地域に居住している理由を尋ねると、Uターン者は、実家や家業を継ぐために居住している者の割合
がその他の者と比べて高く、I／J ターン者はやりたい仕事があるから居住しているという回答が突出して高
い。

資料）国土交通省「国民意識調査」
（注）調査概要については、P.3「国民意識調査」参照

（＊）都市定住希望者：現在の居住地が三大都市圏で、地方移住の意向がない者。

（＊）



【移住希望者・移住実践者・地方定住者】 働き方（比較/年齢別）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

地方在住者の働き方と地方移住希望者が希望する働き方

7

地方移住希望者は、主な職業を持ちながら農業等の副業をもって生計を立てたいと願う者も多い。
ただし、U、I／J ターン者は、地方定住者に比較して主な職業を持ちながら農業等の副業をもって生計を立て
ている者が多いが、移住希望者が望むほどの割合は占めていない。

資料）国土交通省「国民意識調査」

（注）調査概要については、P.3「国民意識調査」参照
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人口減少・高齢化の実感（都市規模別）

人口減少・高齢化の実感について、都市規模別にみると、
都市規模が小さいほど、人口減少・高齢化をより強く実感している者が多い。[１]
具体的には、若い人が減ったことのほか、バス・鉄道の運行本数、学校等、働く場、病院等が減った、といっ
た生活上の不便を実感する者の割合が、特に多くなっている。[２]
一方、高齢者が増えた、近所づきあいが減った、ことを実感する者が、大都市で比較的多い。[２]
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（性・年齢別回収結果）

調査概要（国土形成計画の推進に関する世論調査、内閣府、平成27年10月）
1. 調査対象：（母集団）全国20歳以上の日本国籍を有する者 （標本数）3,000人 （抽出方法）層化2段階無作為抽出法
2. 調査方法：調査員による個別面接聴取法
3. 調査期間：2015年8月20日～2015年8月30日
4. 有効回収数：1,758人
5. 性・年齢別回収結果：（P.6図「性・年齢別回収結果」参照）



居住地の将来に対する不安（都市規模別）

居住地の将来に対する不安について、都市規模別にみると、
都市規模が小さいほど、不安を感じる者の割合が高い。[３]
具体的には、にぎわいがなくなる、との不安のほか、働く場やバス・鉄道の運行本数が減る、学校等がなくな
るといった生活の利便性への不安が比較的大きくなっている。[４]
一方、ご近所がいなくなる、との不安は、大・中都市で比較的大きい。[４]

9
（出典）国土形成計画の推進に関する世論調査（国土交通省、平成27年10月）

（注）調査概要については、P.8「国土形成計画の推進に関する世論調査」参照



居住地を選ぶ上で重視する条件（年齢別）

居住地を選ぶ上で重視する条件を、年齢別にみると、
若年層を中心に以下の傾向がみられる。
・２０～４０歳代は、学校、保育園など、教育・子育て環境を比較的重視。
・２０～５０歳代は、買い物が便利、働く場所・賃金、を比較的重視。
そのほか、中高年層を中心に、
・４０～７０歳代以上は医療・介護環境、５０～７０歳代以上は気候・自然環境、を比較的重視。

10
（出典）国土形成計画の推進に関する世論調査（内閣府、平成27年10月）

（注）調査概要については、P.8「国土形成計画の推進に関する世論調査」参照



ＩＣＴの普及による多様な働き方（その①）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

情報通信機器の普及状況の推移（世帯） 年齢階層別インターネット利用率の推移（個人）

我が国の消費者向け電子商取引市場規模の推移

ＩＣＴ（情報通信技術）の発展により、時間・距離・場所を超え、世界中のヒトとつながることが可能となった。
情報通信機器の普及に伴い、インターネット利用率も拡大している。
情報通信機器の普及やインターネット利用率の拡大を背景に消費者の生活も変化し、消費者は時間・場所を
限らず買い物ができるようになった。

11資料）経済産業省「平成25年度我が国経済社会の情報化・サービス化
に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」

資料）総務省「平成25年度通信利用動向調査」資料）総務省「平成25年度通信利用動向調査」



ＩＣＴの普及による多様な働き方（その②）

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

様々な人々が集う古民家を活用したサテライトオフィス
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ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した、働く場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークは、家庭生活との両
立による就労確保、子育て、高齢者・障害者介護を担う者の就業促進、地域における就業機会の増加等によ
る地方活性化、余暇の増加による個人生活の充実、通勤混雑の緩和等、様々な効果が期待されている。
ＩＣＴが普及した現在では、都心等の本拠地から離れた地域にある職場をサテライトオフィスと称し、働く場所
にとらわれない生活をする事が可能となっている。



「地域の魅力」の金銭価値化（その①）
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2 つの仮想の地域モデル（「利便性の高い都会暮らし」、「自然豊かな田舎暮らし」）を設定し、居住を希望す
る地域モデルを調査すると、一般住民と地方移住者ではその傾向に違いが見られ、地方移住者は「自然豊
かな田舎暮らし（以下「田舎暮らし」という。）」を選択する者が多く、一般住民は「利便性の高い都会暮らし（以
下「都会暮らし」と言う。）」を選択する者が多い

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

志向する地域モデルの傾向

資料）国土交通省「「地域ストック」の豊かさに関する調査

調査概要（「地域ストック」の豊かさに関する調査、国土交通省、平成27年5月）
1. 調査対象：700人（20歳以上）
2. 調査方法：Webアンケート
3. 調査期間：2015年4月28日～2015年4月29日



「地域の魅力」の金銭価値化（その②）

「自然豊かな田舎暮らし」の金銭価値
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移住に当たって許容できる年収の減収額（許容減収額）を、地域に対する金銭価値と見なし調査を行ったとこ
ろ、「田舎暮らし」を希望する地方移住者の約43％、一般住民の約31％は75万円／年（約6万円／月）以上
の価値を認めていた。
地方移住者、一般住民ともに「田舎暮らし」の「自然の豊かさ」を最も高く評価している。

（出典）国土交通白書２０１５（国土交通省、平成27年6月）

「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値

「自然豊かな田舎暮らし」の要素別金銭価値

（注）調査概要については、P.13「「地域ストック」の豊かさに関する意識調査」参照

（地方移住者のうち自然豊かな田舎暮らしを選択した者 n=208人）
（一般住民のうち自然豊かな田舎暮らしを選択した者 n=150人）

（地方移住者のうち自然豊かな田舎暮らしを選択した者 n=208人）

（一般住民のうち自然豊かな田舎暮らしを選択した者 n=150人）

資料）国土交通省「「地域ストック」の豊かさに関する調査



都市的サービスを受けられる地域の評価軸
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（出典）都市的サービスを受けられる地域の評価軸（「都市構造の評価に関するハンドブック（平成26年8月）



自然環境と共生した面的な対流のイメージ

（出典）首都圏広域地方計画（国土交通省、平成28年）

今後持続的に首都圏が発展を続けていくには、防災面、エネルギー面、食料面等あらゆる面において、自然
との調和・共生は不可欠である。
地域間の対流を維持、拡大させるためには、常に地域の新たな個性を見出し磨き上げ、新たな価値を創造
するとともに、新しい地域との連携を模索することによりオンリーワンを持ち続ける必要がある。そのため、こ
ういった取組を地域内だけでなく、地域間、首都圏と他の圏域間、さらには首都圏と世界との間で展開するこ
とが重要である。



地域経済循環分析の概要

（出典）平成27年版環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省、平成27年6月）

地域経済循環分析の視点と指標一覧 水俣市における地域経済循環の概要
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地域経済分析では地域の経済活動を生産・分配・消費・投資・地域収支（地域の総収入と総支出の差）の大
きく五つの視点に分けて分析。



エネルギー供給による都市と地方の地域間連携

（出典）平成27年版環境・循環型社会・生物多様性白書（環境省、平成27年6月）

市区町村別の面積当たりＣＯ２排出量 再生可能エネルギーを導入した場合の
面積当たりＣＯ２排出量
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市区町村ごとの面積あたりのCO2排出量を見ると、おおむね都市圏でCO2排出量が多くなっている。
再生可能エネルギーを導入した場合の面積当たりＣＯ２排出量について、再生可能エネルギーの供給ポテン
シャルが高い地域（青～水色）は、自身のエネルギー需要を十分に賄って自立した上で、エネルギー需要の
高い地域（赤・オレンジ）に再生可能エネルギーを移出することで、地域外から資金を獲得できる可能性があ
る。


